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※収支報告書は、提出されたものがそのままインターネット上において公表されます。

f

r

※該 当す る区分 に 「!」 を付す こ と。

政 治 団 体 の 区 分ド、・メ う 興)

審講絵
28、8.24

羅鶴 号

1収 支 報 告 書(
平成27犀 分)

口 政党の支部 口 政 党

回 纏 鰐啓治団体 口 政治資金団体

コ 酋窪騒 治 □ 騰 羅 筆潔 嵩体

(ふ りがな)(ぜ い りし.そ ういち ろ うこうえんか い!)

1政 治 団 体 の 名 称 税理士によるおくの総一郎後援会/

2主 たる事務所の所在地 干葉県佐倉市中志津3-6-4!

3代 表 者 の 氏 名 本村借英 ・

4会 計 責 任 者 の 氏 名 本村倍英/

活 動 区 域 の 区 分

口2以 上の都道府県の区域等

團 同一の都道府県の区域内

一

資 金 管 理 団 体 の 指 定 の 有 無
「問合せ先 、

本村倍英(担当者)

国 会 議 員 関 係 政 治 団 体 の 区 分 回 無

口 有

・公職の種類 議院議員

(政治資金規正法第19条 の7第1項)

□ 第1号 に係 る国会議員関係政治団体

回 第2号 に係 る国会議員関係政治団体

・公職の候補者の氏名 奥野総一郎

(以 下 指定 「有」 の場 合のみ記 載)
・公職の種類

0434612906(電話)
(該当する方に0→)(現 職 ・ 候補者)

・資金管理団体の届

出を した者の氏名㌦ ノ (該当する方にO→)候 補者)

・国会議員関係政治団体に関ずる特例の適用期間

回1年 を通じて適用

口 対象年の途中での適用の異動あり

(「異動あ り」の場合のみ以下を記入)

平成 年 月 周 か ら 平成 年 月 日 まで

誘.
'、

【留意事項】

国会議員関係政治団体については,1万 円

を超える支出を記載 し,コ ピー機 により複写

した領収書の写 しを添付すること。

なお,す べての領収書 を保管すること。
㌧

・資金管理団体の指定の期間

□1年 を通じて適用

口 対象年の途中での適用の異動あり

(「異動あ り」の場合のみ以下を記入)

平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 まで
」

注意

(1)こ の 表紙に記載する内容は、問合せ先の欄を除き、政治団体に関して届出た

内容と一致すること。

(2)記 載 した内容を訂正する場合は、会計責任者の押印が必要です。

(3)提 出にあたっては、記載されたページのみ提出してください。

(下欄は選挙管理委具会が記載。政治団佳は何 も記載 しないこと)

団体 コー ド 年分 届出年月日 翌年への繰越金 /
ム3り雅 伽2り ユ(P σ22午 1憾 β隼3

1



¶

収 支 の 状 況
(そ の2)注 意 ・収 支がない団体 にあって も、本表 と表(そ の17)及 び表(そ の20)官 誓書 は提出 しなければな らない.

1.収 支 の 総 括 表

全団体必要

δ

(1)収 入 総 額(①+②)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 1 0 《 　1師 レ蔚i」尋

①(前 年 か ら の 繰 越 額)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 2 0 1{1851474一

②(本 年 の 収 入 額=囚+回+回+回+回+回+回)・ ・ ・ … 一 ・ 0 3 0 ヨlll29〆

(2)支 出 総 額(表(そ の13-Dの 合 計 額)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 4 0 ll391960
(3)翌 年 へ の 繰 越 額((1)一(2))・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 5 0 1目451543・

1

2.収 入項 目別金額の内訳 ※収支が ない場合であっても、010～050の 欄にはすべて記入する こと。一小

(1)個 人の負担する党費又 は会費

金 額 囚 一 ・ ・ … 一 ・ 一 ・ ・ 一 ・ 一 … 一 一 0 6 0
+¶ 莇E干1円

員 数 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 7 0 1}1人

(2)寄 附

ア 寄 附(イ を 除 く 。)の 区 分 行 番 金 額 備 考

(ア)個 人 か ら の 寄 附 0 8 0
+偲 百万1千1円

1内 訳を表(そ の7-1)へ 繊 すること・

〔 う ち 特 定 寄 附 〕 0 9 0 i】1
■■

■

(イ)法 人 そ の 他 の 団 体 か ら の 寄 附 1 0 0 lli
iE】

■
内訳 を表(そ の7-2)へ 記 載 す るこ と。

(ウ)政 治 団 体 か ら の 寄 附
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ■一一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

小 計(ア)+(イ)+(ウ)

1
-一 一 一 一

1

1

2
一 」■■■匡

0

o
-一 一一L-⊥ 一⊥-9

i}10 ■

'内 訳 を表(そ の7 -3)へ 記 載 す るこ と
。

堀o蕊 顎 嗣 署甚諏 芋菱 乱一

〔寄附の うち寄附 のあっせんによるもの〕 1 3 0 }11 '内 訳 を表(そ の8)へ 記載す ること
。

イ 政 党 匿 名 寄 附 1 4 0 】ll
■
内訳 を表(そ の9)へ 記載す ること。

合 計 回(ア+イ) 1 5 0 lllO 樽

※ 「特定寄附」 とは、候補者 等が、政党か ら受 けた政治活動用資金 を 自己の資金管理 団体に寄附 した ものをい う。

※ 「政 党匿名寄附」 とは、政 党が街頭や講演会等で受 けた一件千円以 下の寄附をい う。 全団体必要



、

(そ の6)

(6)そ の他の収 入

摘 要 金 額 収 入
年 月 日 備 考

十億 莇1千}円

{

{ }
lii
l{ ヨ

lll
lll

ii{

i{
i }

1 1
5

1{1
i{

8 0 0 こ の 頁 の 小 計 1
→ ※10万 円未満 のその他の収入 にっいてはk

合算 してこの欄 に記載すること。
8 1 0 1件10万 円 未 満 の も の 1 韮 29

9 0 0 合 計 回 {}
{} 29.

注意.預 金利子や貸 付返戻金 な どにつ いて記載す る もので、 「摘 要」欄 にはその 区分 を記載す る こと。

ただ し、1件10万 円未満 の収入 にっいては、 「1件10万 円未満 の もの」欄 に合算 して記載す るだ けで よい。



(その13-1)

3.支 出 項 目別 金 額 の 内 訳 争

=

卜㌧

(1)支 出の総括表

項 目 金 額 備 考

1経 常 経 費 十億 百万 手 円

」■■騨■

(1)人 件 費 0 1 0
;

(2)光 熱 水 費 0 2 0 .'

(3)備 品 ・ 消 耗 品 費 0 3 0㌧ ,

(4)事 ・ 務 所 引費
■1■■■一 一 一 一 一 一[■ ■冒一 一 一 一 一 一 ■圏 ■闘 一 一 一 ■■目 圏■凹隔一 一■國 ■■■■■輔闇■

小 計((1)～(4))

0

8

4

0

0

0
■

■■■ ■■9■■國■騨9■尊■ ■■唱 ■■膳 一 一 一 一 ■■■9

`,ミ

■■■■ ■■嘘咀 ■-

2

ノノ〃

〃oク

2聚 一 一……一一㌍ 一 一 一一…一一

2政 治 活 動 費 十偲 百万 卑1円

」

(1)組 織 活 動 費 0 5 0 ■ ノ♪1
ヌ乏" `,

(2)選 挙 関 係 費 0 6 0 ,ノ
蓋 、

(3)機 関紙 誌 の発 行 そ の他 の事業 費 ※ 0 7 0 ぐ モ

禽

醒

一 一 一

ア 機関紙誌の発行事業費 0 8 0 一

日

一

.※(080)行 か ら(110)行 の合 計 を 、

(07ρ)行 に記 載 す る こ と

イ 宣伝事業費 0 9 0
圃

ウ 政治資金パーティー開催事業費 1 0 0

エ その他¢疇 業費 1 1 0 一

(4)調 査 研 究 費 1 2 0
等卜

1

(5)寄 附 ・ 交 付 金 1 3 0 馬

(6)そ の 他 の 、 経 費
1輔圏隔 一■一 一 騨 ■ 囑口■騨 ■■■9-■ ■■「一[■ ■雪 ■■■■ 綱■■騨圏■■印 一 輌口■■ ■噛 噛國國■ 一 昌■■■ ■■■■ ■■幽9-4■ ■■ 一 一 一 一

小 計((1)～(6))

1

8

4

0

0
-一 一 一 ■

1
一

一〒r
"

戸 一 國
,

一口渥 骸;胴 漏 葬 漏 お麦符購 一一脚一隅閣… 一□胃

合 計 9 0 0 《 !1鐡 、←(800)行 と(801)行 の合計 を記載す ること
、 Ψ

注意 支出が存在する揚舗 稜 に従秘 要韻 を添付すること(詳細は表(その14)、㈲1卜1)及 雛 伽 注瀦 きを蝋

'

団体区分 個別に記載する金額 経常経費内訳書侵の14) 政治活動費内訳書任の15-1} 政治活動費内訳書侵の1勃噌

本部又は支部に対して供与し
た交付金に係る支出がある揚

合は、(そ の16)を 添付する
こと。

、

＼

一

一

国会議員関係政治団体 1件1万 円を超える支出 必要

必要

勤

政治資金パーティーを

開催した揚合に必要

{ノ

上記以外 の政 治団体

倣党・資金管理団体・後援会等}
__出}轍

'

1

題
※資金管理団体は必墓

㌧ ノ ＼_'



(そ の14-3)
資金管理団体 ・国会議員関係政治団体用

(2)経 常経 費(人 件 費 を除 く。)の 内訳 項目別区分 事務所費

支 出 の 目 的
張具体的に記入すること。

金 額 億 日
支 出を受 けた者 の氏名
(団体にあっては、その名称)

支 出 を 受 け た 者 の 住 所
(団体にあっては、主たる事務所の所在地) 備 考

収支報告書監査報酬
+偲i 百万{ 千

27,
円

000 騨 ・16
曽根正雄 千葉県富里市 日吉台2-93-29

ii}

ll
ll
ll
ll

■

} {{
li}
1ll
{11
lll

}{{

1 {
iE ll
{ll
; 1{
1 }
i
5
E

}

ヨ

こ の 頁 の 小 計 {
季 271000

※1件 当たりの金額が、国会議員関係政治団体:1万 円以下、それ以外の≡〉

政治団体:5万 円未満の支出は、一括 してその合計額を 「その他の支出」

欄に記載すること(領 収書の写 しも不要)。
なお、国会議員関係政治団体はすべての領収書を保管すること。

それぞれ別葉として作成すること。

そ の 他 の 支 出 {
合 計 1{27}000

注意(1)経 常経費(人 件費を除く。)の 支出があれば、必ず本表の提出瀞必要である。

② 項 目別区分は、 「光熱水費」、 「備品 ・消耗品費」、 「事務所費」 とし、

③ ①国会議員関係政治団体:1件 当たりの金額がユ互巴超 亟 出について記載し、コピー機により複写 した領収書の写しを添付すること。

②それ以外の政治団体:1件 当たりの金額が5万 円以上の支出について記載し、コピー機により複写した領収書の写しを添付すること。

(4)領収書を徴 し難かったものについては、 「領収書等を徴 し難かった支出の明細書」を提出すること。

(5)金融機関等への振込による支出は、 「振込明細書に係る支出目的書」に振込明細書の写しを添付 して提出すること.



(その15-D↓ 該当する項 目に必ずOを すること ↓該当する分類を必ず記入すること

(2)政 治活動費 の内訳 項目別区分
舞 翻 呈に゚ )5.そ の他の事籟
2.選 挙関係費6.調 査研究費

3.機 関紙誌の発行事業費7.寄 附 ・交付金
4.宣 伝事業費8.そ の他の経費

項目別区分
小分類

(その13-2)注 意事項のうち、項目

別区分(小 分類)例を参考に記入

交際費
支 出 の 目 的

巌几体1杓に記入する こと。
金 額 年 月 日

支 出を受 けた者 の氏名
(団体にあっては、その名称)

支 出 を 受 け た 者 の 住 所
(団体にあっては、主たる事務所の所在地)

備 考

確定申告会場視察後の会食
+偉1 百万i

1到g6δ 孫.2 花の家 印西市鎌刈1982

】

ヨ ll ⑪
5

111
IlI
Ill

、

ili
lll

lil
ll

}

ll

ll
/'

/'
ヨ

1

ミ
1 一ノ

/
!

1 ll
{1
{

1ミ

1
こ の 頁 の 小 計

ミ

1 121960
→ ※1件 当た りの金額が、国会議員関係政治団体:1万 円以下、それ以外の政治団体(政 党 ・資金管理

団体 ・後援会等)5万 円未満の支出は、一括 してその合計額を 「その他の支出」欄に記載すること

(領収書の写しも不要)。 なお、国会議員関係政治団体はすべての領収書を保管すること、

そ の 他 の 支 出 ll
合 計 】

1 i121960
注意(1)政 治活動費の支出があれば、必ず本表の提出が必要である.た だし、政治資金パーティー開催事業費については、表(そ の15-2)へ 記載すること。

(2)① 国会議員関係政治団体:1件 当たりの金額がユ2幽 について記載し、コピー機により複写した領収書の写しを添付すること.

②それ以外の政治団体(政 党 ・資金管理団体 ・後援会等):1件 当たりの金額が5万 円以上の支出について記載し、コピー機により複写した領収書の写 しを添付すること。

㈲ 領収書を徴し難かったものについては、 「領収書等を徴 し難かった支出の明細書」を提出すること。

(4)金 融機関等への振込による支出は、 「振込明細書に係る支出目的書」に振込明細書の写しを添付して提出すること。

⑤ 項目別区分は、総括表の項目を、適宜、小分類 し、それぞれ別葉として作成すること.



(その17)資 産 等 の 状 況

1資 産等の総括表

全団体必要

資 産 等 の 有 無

資 産 等 の 項 目 別 区 分
1416

有 ※注③参照
88

無 備 考

ア 土 地 0 1 0 口 凹

イ 建 物 0 2 0 口 図

ウ 建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権 0 3 0 口 凹

工 取 得 の 価 額 が100万 円 を 超 え る 動 産 0 4 0 口 回

預 金(普 通 預金及 び 当座 預 金 を除 く。)若 しくは貯 金(普オ
通貯金 を除 く。)又 は郵便貯 金(通 常 郵便貯金 を除 く。) 0 5 0 口 回

力 金 銭 信 託 0 6 0 口 図

キ 有 価 証 券 0 7 0 口 図

ク 出 資 に よ る 権 利 0 8 0 口 回

ケ 貸 付 先 ご との残 高 が100万 円を超 え る貸付 金 0 9 0 口 回

コ 支 払 わ れ た 金 額 が100万 円 を 超 え る 敷 金 1 0 0 口 回

サ 取得 の価 額 が100万 円 を超 え る施設 の利 用 に関す る権利 1 1 0 口 図

シ 借 入 先 ご と の残 高 が100万 円 を 超 え る 借 入 金 1 2 0 口 日

注意(1)す べての団体が提出す るものであること。
② 団体としての資産等について記載するものであ り、全ての項 目について有 ・無のいずれかに 「1」を付すこと。
③ 「有」欄 に!を 付けた資産等については、その内訳を表(そ の18)に 記載すること。

全団体必要



1

(そ の20)

宣 誓 書

全団体必要

添 付 書 類(別 添のとお り)

図領収書等の写 し

団政治資金監査報告書(国 会議員関係政治団体に限る。)

※添付 した書類の 「□」 に 「1」 を付す こと。

真実に相違あ りません。

平 成2愛 年8月

政治団体の名称彿 動 。よ諭 く磯 一釈朔購

6日

この報告書は、政治資金規正法に従って作成 したものであって、

会計責任者の氏名 4財 く「塾 鹸
(以下は解散届提出時のみ記入)

(代 表 者 の 氏 名 ㊥)

※解散の場合は、解散届 も必要 とな ります。

全団体必要



政治資金監査報告書

平成28年8月1日

税理士によるおくの総一郎後援会

巳

会長 本村 倍英 殿

墓録響 査婿 触 嚇 )
研 修 修 了 年.月 日 平成20年12月18日

1監 査の概要

(1)私 は、政治資金規正法(以 下 「法」 とい う。)第19条 の13第1項 の規定 に基づ き、

税理士によるおくの総一郎後援会の平成27年 に係る法第12条 第1項 に規定する収

支報告書のすべての期間を対象として、当該収支報告書並びに当該収支報告書に係る

会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書、振込明細書及

び振込明細書に係る支出目的書(支 出の目的が記載された振込明細書の写 しを含む。

以下同じ。)に ついて、支 出に関す る政治資金監査を行 った。

(2)こ の政治 資金監査 は、法第19条 の13第2項 に定 め るところに よ り政治資金適正

化委員会が定める 「政治資金監査に関する具体的な指針」(以下 「政治資金監査マニュ

監 アル 」 とい う。)に 基 づ き行 っ た。

(3)私 の責任は、外部性を有する第三者として、国会議員関係政治団体の会計責任者の

作成又は徴取した収支報告書並びに当該収支報告書に係る会計帳簿、明細書、領収書

等、領収書等を徴 し難かった支出の明細書、振込明細書及び振込明細書に係る支出目

的書について、政治資金監査マニュアルに基づき政治資金監査を行った結果を報告す

る こ とに あ る。

(4)こ の政治資金監査 は、税 理士 に よるお くの総一郎後援会の主たる事務所 において行

っ た 。

2監 査の結果

私が実施 した政治資金監査の結果は、以下のとお りである。

(1)法 第19条 の13第2項 第1号 に規 定す る事項 について、会計帳簿、領収書等が保

存 されていた。

なお、明細書、領収書等を懲 し難かった支出の明細書、振込明細書及び振込明細

書に係る支出目的書を必要とする支出はなく、明細書、領収書等を懲 し難かった支

出の明細書、振込明細書及び振込明細書に係 る支出目的書は存在 しなかった。
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(2)法 第19条 の13第2項 第2号 に規 定す る事項 につ いて、会計帳簿には、当該国会

議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載され、かつ、当該国会議員

関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。

(3)法 第19条 の13第2項 第3号 に規 定す る事項 について、法第12条 第1項 に規 定

する収支報告書は、会計帳簿、領収書等に基づいて、支出の状況が表示されていた。

1

(4)法 第19条 の13第2項 第4号 に規 定す る事項 について、領 収書等を徴 し難かった
、

多 支出の明細書及び闘 細書に係る支出目的書聴 在しなか残

3業 務制限
r

税理士によるお くの総一郎後援会 と私 との問には、法第19条 の13第5項 の規 定 に
,

違反する事実はない、

また、税理士によるおくの総一郎後援会と政治資金監査の業務を補助 した使用人その

他の従業者 との間においても、同様である。

以 上

■
」

`

診
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